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表２・１ａ　発明者の請求が認容された裁判例の判決日、被告、発明の内容、認容金額
　　　　　　（昭和58年から平成26年まで）
No. 第１審判決 被告 発明の内容 地裁 高裁 最高裁 金額（円）
１ 昭58.9.28 東扇コンクリート PCパイル 東京 841万
２ 昭58.12.23 日本金属加工 クラッド装置 東京 330万
３ 平4.9.30 カネシン 建築金具 東京 1,292万
４ 平5.3.4 ゴーセン ガット 大阪 大阪 105万
５ 平6.4.28 象印マホービン 真空二重容器 大阪 166万
６ 平11.4.16 オリンパス ピックアップ装置 東京 東京 最高裁 228万
７ 平14.5.23 三徳 有用元素回収方法 大阪 200万
８ 平14.9.10 ニッカ電測 密封不良検出方法 東京 52万
９ 平14.11.29 日立製作所（１） 光学的情報処理装置 東京 東京 最高裁 12,810万
10 平15.8.29 日立金属 永久磁石 東京 東京 136万
11 平16.1.30 日亜化学 結晶膜成長方法 東京 東京 和解
12 平16.2.24 味の素 晶析方法 東京 18,935万
13 平16.7.23 日中医学研究所 健康食品 東京 192万
14 平16.9.29 育良精機製作所 剪断機 東京 68万
15 平17.7.21 藤井合金製作所 ガス弁 大阪 199万
16 平17.9.26 三省製薬 育毛剤 大阪 960万
17 平18.3.9 豊田中央研究所 燃料噴射弁 東京 知財 139万
18 平18.3.23 キャノンマシナリー ワーク片認識方法 大阪 745万
19 平18.5.29 エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ 印字装置 東京 1,222万
20 平18.9.12 JSR 透明塗膜形成組成物 東京 239万
21 平18.11.21 大塚製薬（２） カルボスチリル誘導体 知財 286万
22 平18.12.27 三菱化学（１） アミド類製造方法 東京 知財 4,500万
23 平19.1.30 キャノン（１） 走査光学系 東京 知財 6,955万
24 平19.4.18 ブラザー工業 テープ作成機 東京 知財
3,188万
2,449万
25 平19.6.27 東芝（２） 光電面 東京 知財 207万
26 平19.1.30 岡田組 杭の撤去装置 大阪 知財 １万
27 平20.2.20 NECトーキン（１） 磁気記録再生装置 東京 知財 572万
28 平20.3.31 東京精密 半導体ウエハ面取方法 東京 207万
29 平20.10.20 日新化学 金属塩ブロック製造方法 知財 380万
30 平21.1.27 マルコ 衣類計測サンプル 大阪 知財 2,253万
31 平21.8.27 新日本理化 ポリプロピレン改質方法 大阪 309万
32 平21.11.26 和光純薬（２） ビリルビン測定方法 東京 知財 243万
33 平22.6.23 日立製作所（４） 集積回路装置製造方法 東京 知財 290万
34 平22.8.19 キャノン（２） 記録光学系 東京 228万
35 平22.8.19 ソニー 半導体レーザ装置 知財 512万
36 平23.4.8 東芝（３） 同音語選択装置 東京 643万
37 平24.2.17 三菱化学（２Ｂ） ビベンジル類（差戻） 東京 知財 5,900万
38 平24.3.29 和光純薬（３） 成分分析方法 東京 150万
39 平24.4.25 NECトーキン（２） 圧電振動ジャイロ 東京 213万
40 平24.4.27 アステラス製薬 フェネチルアミン誘導体 東京 知財 16,538万
41 平24.9.28 サンエスオプティック LED照明装置 東京 知財 56万
42 平24.11.16 ニプロ 血小板保存バッグ 大阪 知財 57万
43 平25.12.13 コングロエンジニアリング 安定材付きベタ基礎工法 東京 982万
44 平26.2.14 トヨタ自動車 移動所要時間演算装置 東京 2,702万
45 平26.2.27 沖電気工業 樹脂封止金型 東京 知財 29万
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表２・１ｂ　発明者の請求が認容された裁判例における発明者と研究・開発組織
No. 発明者 研究・開発組織 発明者のキャリア




３ 単独 営業活動を通じ顧客のニーズを知り創作考案 専務取締役（営業担当）⇒辞任
４ 単独／共同 作業現場の経験による工場考案　 研究開発部門⇒次長⇒室長⇒退職
５ 共同 工場発明、拡大プロジェクトチーム 次長⇒商品試験所所長⇒調査役⇒退職
６ 単独 グループに研究テーマ設定、発明の提案 研究開発部従業員⇒退職
７ 単独 実験結果をノートに記録 取締役⇒技術顧問
８ 単独 「基礎実験願い」に基づいて実験 第三事業部⇒技術第二部⇒開発部⇒退社
９ 共同 開発プロジェクトに参加、確認の計算 企画員⇒研究員⇒主任研究員⇒退職
10 単独 プロジェクトに参加、発明の着想 研究員⇒主任研究員⇒参事補⇒参事⇒退職
11 単独 研究、開発、補助者の労力 従業員⇒退職
12 共同 プロジェクトチーム、考察、実験 研究員⇒研究所長⇒転籍⇒退職
13 単独／共同 実験研究、作用について講演、話し合い 代表取締役⇒辞任
14 共同 技術資料を提示、ノウハウを提供 技術部長⇒退職
15 単独／共同 アイデア提案、発明の着想、効果確認 主任⇒係長⇒課長⇒次長⇒部長⇒退職
16 共同 スクリーニング提案制度、評価実験 研究員⇒退職
17 共同 指示により実験、発明の届出 従業員⇒退職







20 共同 研究チームの管理職、実験、仮設の立論 研究員⇒主任研究員⇒退職
21 ― ― ―
22 共同 化合物の合成、構造変換 研究所長⇒部長⇒部門長⇒退職
23 単独 タスクフォース、設計の責任者 従業員⇒退職
24 共同 調査に基づく商品アイデア提出、具体的仕様 従業員⇒退職
25 単独 実験、技術報告書 主務⇒主査⇒課長⇒部長⇒主幹⇒退職
26 共同 装置の構成の提案、装置の完成 従業員⇒退職
27 共同 共同プロジェクト、報告書作成、実験 従業員⇒退職
28 共同 学会発表を基に話し合い、発案 設計者⇒副所長⇒室長⇒退職⇒嘱託社員
29 ― ― ―
30 単独／共同 新システム検討、データ検討、試作品製作 従業員⇒退職
31 共同 実験、週報ノート、研究報告書 研究員⇒部長⇒定年退職⇒嘱託⇒終了
32 共同 グループ、開発の検討、実験、月報 従業員⇒退職
33 単独 問題の認識、検討 従業員⇒退職
34 共同 タスクフォース、設計 従業員⇒退職
35 ― ― ―
36 共同 報告書、特許提案書 従業員⇒退職
37 ― ― 　
38 共同 解決手段を着想、実験により効果を確認 開発業務⇒主任研究員⇒退職
39 単独／共同 開発の提案、特別講演依頼、実験 研究開発業務⇒退職
40 共同 研究業務、合成、試験 従業員⇒退職
41 単独 先行研究を基に発明を完成させた 従業員⇒退職
42 単独／共同 開発テーマ、性能試験、比較検討 研究員⇒退職
43 共同 解決方法を種々検討 事業部長⇒支店部長⇒取締役⇒退職
44 単独 プロジェクトに関与、システム開発 従業員⇒定年退職⇒再雇用⇒退職
45 単独 問題点を観察、発明を着想 開発業務⇒退職
46 単独 発明を着想、具体化、単独で完成 設計部門⇒知財部門⇒退職
（出所）裁判所ホームページより筆者作成：http://www.courts.go.jp/seach/jhsp0020
研究ノート
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表２・２ａ　発明者の請求が棄却された裁判例の判決日、被告、発明の内容、理由
　　　　　　（昭和58年から平成26年まで）
No. 第１審判決 被告 発明の内容 地裁 高裁 判決理由
１ 昭59.4.26 ミノルタカメラ 自動焦点調節装置 大阪 大阪 日本未登録
２ 昭60.2.22 日本発馬機 発馬機 東京 東京 職務考案の成否
３ 平11.1.27 大井建興 立体駐車場 名古屋 消滅時効
４ 平13.12.26 コスモ石油 水素化分解方法 東京 東京 発明者の認定
５ 平14.1.28 日本システムデザイン インダクタコイル 東京 東京 被告会社に承継
６ 平14.8.27 ファイザー（１） 細胞核 東京 発明者の認定
７ 平15.9.11 大昭和精機 スパナ 大阪 権利譲渡の了承
８ 平15.11.27 大塚製薬（１） 誘導体製造方法 大阪 大阪 消滅時効
９ 平16.9.30 東芝（１） 製缶体 東京 東京 消滅時効
10 平17.2.23 東燃化学 本件ノウハウ 東京 業務改善事項
11 平17.4.28 住友化学 本件発明 大阪 消滅時効
12 平17.9.13 ファイザー（２） 分割錠剤 東京 知財 発明者の認定
13 平17.11.16 大塚製薬（２） カルボスチリル誘導体 東京 消滅時効
14 平18.1.26 コニカミノルタ 写真用支持体 東京 発明者の認定
15 平18.1.31 和光純薬工業（１） 洗浄処理剤 東京 知財 発明者の認定
16 平18.6.8 三菱電機 書き込み消去方法 東京 対価支払い済
17 平18.9.8 大塚製薬（３） 誘導体含有医薬成分 東京 知財 発明者の認定
18 平19.1.17 三共有機合成 塩素含有樹脂安定化法 東京 消滅時効
19 平19.2.28 日新化学工業 金属塩ブロック製造方法 東京 発明者の認定
20 平19.3.27 東洋紡績 ゲル化防止方法 大阪 知財 消滅時効/利益
21 平19.3.29 グンゼ 折丁結束前処理装置 大阪 消滅時効
22 平19.7.26 ホシデン マイクロホンユニット 大阪 独占の利益ない
23 平19.8.28 日立製作所（２） ｆ－Ｖ変換器 東京 知財 消滅時効
24 平20.1.29 アルプス技研 表示体 東京 権利譲渡
25 平20.2.29 三菱化学（２） ビベンジル類 東京 差戻 消滅時効
26 平20.9.29 ソニー 半導体レーザ装置 東京 消滅時効
27 平20.12.16 日立製作所（３） 光ディスク装置 東京 発明者の認定
28 平22.1.29 バーズ情報科学研究所 光学的文字読取装置 東京 超過売上無い
29 平22.5.19 東芝（２） ガラス潜傷除去方法 東京 消滅時効
30 平22.7.15 日本製鋼所 注水発泡脱揮方法 大阪 知財 独占の利益ない
31 平23.1.28 三洋電機 熱交換器 東京 独占の利益ない
32 平23.4.27 沖電気工業 部分メッキ方法 東京 知財 消滅時効
33 平24.5.31 ラピタスセミコンダクタ（１）半導体記憶装置 東京 知財 権利の帰属



















40 平25.10.30 HGSTジャパン サーボパターン書込み方法 東京 消滅時効
41 平26.4.19 デコス 建物の断熱防音工法 東京 消滅時効
42 平26.4.22 サクラエンタープライズ 光学結像装置 大阪 未払い賃金なし
43 平26.9.25 HOYA 反射防止膜光学部材 大阪 実施品でない
44 平26.10.30 野村證券 伝送レイテンシ縮小方法 東京 独占の利益ない
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表２・２ｂ　発明者の請求が棄却された裁判例における発明者と研究・開発組織
No. 発明者 研究・開発組織 発明者のキャリア
１ 単独／共同 職務発明として本件発明をなした 従業員⇒退職（予定）
２ 単独 技術担当の最高責任者、試作機の製造 代表取締役（技術担当の最高責任者）
３ 単独 設計スタッフが共同で改良した 開発部部長⇒営業第一部長
４ 共同 テーマごとに研究開発グループを構成 研究部門グループ長⇒退職
５ 共同 製造、販売及び営業上の必要から発明 非常勤取締役⇒常勤取締役⇒辞任
６ 共同 論文をもとにして実験を実施 研究室長⇒退職
７ 共同 工具の改善や提案、図面の作成 製造部班長⇒グループリーダー⇒退職
８ 共同 新規化合物の合成の研究 研究者⇒退職
９ 単独 試験、評価、報告書の提出 研究所従業員⇒退職
10 ― ― ―
11 単独／共同 アイデア発案、研究完成 研究者⇒出向⇒移籍⇒退職
12 共同 制約開発プロジェクト、実験 課長⇒主任研究員⇒退職
13 単独／共同 研究者の協働 技術員⇒課長⇒部長⇒所長⇒退職
14 単独／共同 管理者としてプロジェクトに臨んだ 部長⇒研究室長⇒センター部長⇒退職
15 共同 アイデア着想、検討依頼書、実験 営業担当者⇒退職
16 単独／共同 出願増強プロジェクト 従業者⇒退職
17 共同 研究開始、スクリーニング 技術員⇒課長⇒部長⇒所長⇒退職




20 単独 研究チーム、応用研究 研究係長⇒研究室長⇒退職
21 単独／共同 数人のスタッフで設計業務、発明 設計技術者⇒退職
22 共同 実証のための研究や検討を行った 技術開発者⇒退職
23 共同 ＢおよびＣとともに発明 従業者⇒退職
24 単独／共同 研究開発室でのアイデアの提案 研究開発室室員⇒退職
25 共同 ドラッグデザイン、合成 研究所研究員⇒退職
26 共同 開発メンバー増員、プロトタイプ試作 従業者⇒出向⇒退職
27 共同 本件条件式を導出したのはＢである 研究所研究員⇒退職
28 単独 認識研究、サービスシステム開発プロジェクトに不参加 研究開発者⇒退職
29 単独 職務に関する発明を行った 従業員⇒退職
30 単独／共同 発明、ノウハウ 従業員
31 共同 開発プロジェクト 従業員⇒退職
32 単独／共同 単独で発明、共同で発明 開発者⇒転籍⇒退職
33 単独 単独で発明 従業員⇒退職
34 単独 システムを構築 従業員⇒解雇
35 単独 単独で発明 従業員⇒退職
36 共同 委託研究、共同で発明 従業員⇒定年退職
37 単独／共同 単独で発明、共同で発明 研究開発者⇒退職⇒嘱託
38 単独／共同 改善案を提示、装置を発明 従業員⇒出向⇒転籍⇒定年退職⇒嘱託
39 単独 開発の依頼、装置を詳細設計 従業員⇒退職⇒子会社社長
40 共同 共同で発明 従業員⇒移籍⇒退職
41 単独 発明の完成に創作的に寄与している 営業部長⇒取締役副社長⇒退任
42 単独／共同 研究開発を長年行った 従業員⇒退職
43 共同 共同で発明 開発部⇒退職
44 単独／共同 システムの発明 特別選任職⇒特定社員
45 単独 方法の発明 部長⇒取締役⇒常務取締役⇒任期満了
（出所）裁判所ホームページより筆者作成：http://www.courts.go.jp/seach/jhsp0020
研究ノート
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